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はしがき
自由貿易対保護貿易の主張は経済学説の発展と共に古い歴史を持っている。古典派以来
の経済学は比較生産費説を武器として自由貿易の利益を主張し続けてきた。にもかかわら
ず，大多数の国が所謂保護貿易政策によってその経済の発展を進めてきたことは敢えて例
を挙げるまでもないであろう。現実かくの如くであるにしても，比較生産費説に挑戦し，
保護貿易の利益を説く純粋に経済学的な主張は必ずしも多くないのである。幼稚産業保護
論，グレアム，マノイレスコ等の保護貿易理論が古くから認められているに過ぎない。
近年，ティンバーゲン〔37〕，ハーバラー〔9〕， ヘーゲン〔10〕，バグワティ・ラマス
ワミイ〔1〕およびジョンソン〔13〕はこれらさまざまの保護貿易理論を伝統的貿易理論
において発展した分析用具を用いて分析し，伝統的貿易理論が市場の完全競争を仮定して
いるのに対し， これらの理論は主として市場の歪み (Distortion)の存する場合であるこ
とを明らかにし，かつその場合でも保護関税が唯一の政策でないことを指摘した。
この覚書はこれらティンバーゲン，ハーバラー，ヘーゲン，バグワティ・ラマスワミイ，
ジョンソン等の一連の系譜を持つ分析を整理し発展させたものである。バグワティ・ラマ
スワミィはハーバラー・ヘーゲンをより一般化したものであり，ジョンソンはバグワティ
・ラマスワミイをより精緻化したものであるから，当然のことながらジョンソンの分析に
一番多く依存している。以下の覚書はこれらの諸家と同じ問題を取扱うのであるが，次の
2点に特に留意して分析を進めていきたいと思う。
第1に，現在低開発国の多くが強い保護貿易政策によってその経済の開発を進めている
ことは周知の通りであり，現在の低開発国ばかりではなくかっての後進国（イギリスに対
するアメリカ等）がやはり保護貿易政策によってその経済の発展を図ったことは歴史の示
すところである。したがって，保護貿易という場合主として低開発国が対象とされなけれ
ばならない。ここでは低開発国といういわば特殊な条件の下で保護貿易の効果とそれに代
る政策の可能性を考察することに努めた。
第2にできるだけ沢山のケースについて考察するよう努めた。例えば，ジョンソンは独
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占の場合も外部経済の同じく商品市場の歪みの場合として区別せずに取扱っているがここ
では別に取扱うこ＇とにした。また，図において可能な限り分類することを試みた。幼稚産
業保護論を1-1, 2, 3の3つの場合に分けたこと，収穫逓増財の場合のm-2,賃金
格差のある場合のIVー 3はここで始めて指摘したケースである。
1. 伝統的貿易理論
周知ように，自由貿易は与えられた資源の下において最大の経済的厚生を達成するもの
である。それはパレート最適 (ParetoOptimity)の状態であるとも表現できよう。本節
ではこのことを明らかにするために伝統的貿易理論を図示することにする。それは国際貿
易理論における通常の分析用具であって詳しい説明を要しないであろう。先ず，伝統的貿
易理論のよって立つ諸仮定を明らかにしておこう。
仮定
(1) 2国モデルにおいて，自国と他の世界各国全体を一括した相手国とを仮定する。
(2) 国際商品市場は完全競争の状態にある。しかし，国際要素市場は競争的ではない。
要素は国際間においては非移動的である。
(3) 通常の2商品， 2要素モデルを仮定する。そして， X財， Y財は両国とも生産可能
であり，しかも，それぞれ資本労働の投入によって生産される。
(4) X財は資本集約財， Y財は労働集約財でこの要素集約性は逆転しない。ここで資本
集約財，労働集約財というのは与えられた要素価格比率において資本労働比率の大小によ
って定義される。
(5) X財Y財ともその生産において限界生産力は逓減するが規模の収穫は不変である。
すなわち，外部経済（不経済），内部経済（不経済）とも存在しない。
(6) 自国内においては商品市場要素市場共とも全競争が仮定される。独占，賃金格差等
の歪みは存在しない。
(7) 需要側の条件は不変である。これは原点に凸状の一定の社会的無差別曲線が与えら
れていると考える。社会的無差別曲線の存在については問題のあるところであり，それを
シトフスキー輸郭線(ScitovskyContour or Frontier)と解するならば所得分配の一定を
仮定しなければならないが，ここでは通常の貿易理論におけるようにこの問題には深く立
入らない。必要であれば所得分配一定が仮定されていると考えてよい。
貿易開始前(1) 貿易開始後の状態を考察する準備として，先ず貿易開始前の状態を一
瞥しておこう。生産側の条件は原点に凹状の変形曲線（生産のフロンティア）によって表
わされるが，以下の諸節との関連のためにその導出方法を簡単に示しておこう。 Fig.1に
おけるように，労働量を横，資本量を縦とするボックス・ダイアグラム acbdを描き， aを
原点としてX財の等生産量曲線表， bを原点としてY財の等生産量曲線表を描けば，要素
市場の完全競争の仮定(6)によって両曲線の接点において要素価格形成を媒介として資本と
労働の最適配分が決定される。この接点の軌跡aP1P2……bを効率軌跡という。要素集約
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性不変の仮定によって効率軌跡は常に対角線abの一方の側に弯曲している。次に，この
ボックス・ダイアグラム Cを原点とし横軸にX財の生産量，縦軸にY財の生産量をとり，
X財の各等生産量曲線が対角線 abと交わる点の横軸座標をその等生産量曲線が示すX財
の生産量， Y財についても同様としよう。規模の収穫不変の仮定(5)によって各等生産量曲
線はその生産量指標に比例する間隔で対角線を切ることから，このように横軸にX財の生
産量，縦軸にY財の生産量をとることは全く問題がないであろう。 （もっとも，横軸と縦
軸とでは I単位を示す目盛の長さは異る。）かくて，この座壊で表わせばP1はE1,P2は
E2…•••となり，各E点の軌跡が変形曲線である。このように，効率軌跡も変形曲線も同じ
もの(2)であり，与えられた資源で最大可能なXY財の生産量の組合せを表わすものであ
る。要素市場の完全競争，要素集約性不変，および規模の収穫一定の仮定によって，変形
曲線は常に原点 Cに凹状の曲線であることは明らかであろう。
この変形曲線は仮定(7)によって原点に凸状の与えられた社会的無差別曲線のいずれか 1
つと 1点において接するであろう。それは与えられた資源の下，この国の経済的厚生の最
大達成を意味する点である。接点をEとしよう。 Eは商品市場の完全競争の仮定(6)によっ
て商品価格比率の調整を媒介として決定されるものと考えられる。 Eの両軸座標において
X財Y財の生産量イコール消費量が得られ， Eにおける両曲線の勾配としてX財Y財の均
衡価格比率が決定される。さらに， Eが決定されるとそれに対応する効率軌跡上の点Pが
決定され，したがって，両財部門への資本と労働の最適配分，資本と労働の均衡価格比率
が同時に決定される。かかる状態はパレート最適と呼ばれる。仮定から明らかなように，
競争市場における均衡はパレート最適を導くものである。なお，かかる状態の下において
は次の条件が成立している。
資本の価格 =MPRx=MPRy y財の価格
労働の価格 X財の価格
=MRT=MRS 
MPR………労働と資本の限界代替率
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MRT, …•…·X財に対する Y財の限界変形率
MRS……X財に対するY財の限界代替率
（ふ yはそれぞれX財部門， Y財部門を表わす）
貿易開始後(3)貿易を開始すれば貿易開始前に達成された均衡状態はどのような変貌を
呈するであろうか。パレート最適の状態には変化がないであろうか。相手国を他の世界各
国とする仮定(1)と国際商品市場が競争的である仮定(2)から， X財Y財の国際価格比率（交
易条件）はこの国にとって与えられたものとして取扱うことができる。その場合，国際価
格比率は国内価格比率より X財において安<,y財において高い，図でいうと国際価格線
FFの勾配は国内価格線DDの勾配よりも小さいと仮定しよう。これは以下各節全体を通じ
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て仮定される。
さて，貿易を開始すれば今やこの国はDDではなくFFの比率でX財Y財を購入すること
が可能であるから，生産の均衡点は P,消費の均衡点はCに移る。すなわち，この国にと
って比較優位なY財の生産に特化し，そのHP量を輸出してFF線に示される交換比率でX
財HCを輸入することが有利となる。なぜなら， CはEより上位の社会的無差別曲線に接
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しているからである。かくて，貿易の開始は同じ資源を用いて貿易開始前よりも高い経済
的厚生をもたらすものである。これを貿易の利益と呼ぼう。貿易の利益広Uaは図におい
て，生産は貿易開始前Eと同じで国際価格比率FFで交換することによって得られる利益
U1むと， Eから Pに生産を特化することによって得られる利益むUaに分けられる。
ジョンソンに従って前者を交換あるいは消費の利益，後者を特化あるいは生産の利益と呼
ぷことにしよう (4)。これをY財で表わした国民所得で示せば，貿易の利益FFHは特化の
利益 FF'と交換の利益 F'FHの和となる。
この貿易開始後のモデルに経済成長，発展の効果を導入してみよう。それは変形曲線
TTを右上ヘシフトさせ，したがって P,C点の右上への移動として比較静学的に取扱う
ことができる。生産要素の増加，技術の進歩等によって最大可能な生産量が増加するから
である。この場合，貿易拡大型，貿易縮少型等いろいろな型の経済成長が見られるであろ
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うが，ここではこの問題に深入りしない(5)。いずれにしても経済成長発展は C点をよ
り上位の社会的無差別曲線上に移動させることによって，この国の経済的厚生を高めるも
のである。これを成長の利益と呼ぼう。
先に，貿易開始前の均衡状態がパレート最適であることを示したが，貿易を開始しても
かつその上，経済が成長発展しても，上記の諸仮定にはいささかも変化がないのであるか
ら，やはりこの場合でもパレート最適の状態が成立している。今や交換可能となった国際
価格が限界変形率と商品の限界代替率に等しい条件は満されているのである。その上貿易
の開始は貿易の利益をもたらし，貿易開始前に比し経済的厚生を高めるものである。この
意味において自由貿易は有利である。
保護貿易政策の効果パレート最適の状態においては自由貿易を阻害する如何なる政策
も貿易の利益を失うものである。このことを明らかにするに先立ち，保護貿易政策が何を
意味するかを最初に明らかにしておこう。普通，保護貿易政策というとき直接統制（輪入
割当制等）は含まない。ジョンソンは保護政策を「商品の世界市場における相対価格と，
国内消費者生産者に対するその相対価格との乖離を生じせしめる政策」(6)と定義したが，
これは輸入（出）関税，輸出（入）補助金のみならず，輸出入財に対する各種国内消費課税，
生産補助金等が含まれるであろう。しかし，主として輸入関税（以下関税という）と輸入
財国内生産補助金（以下補助金という）の場合について考察している。このことは保護貿
易のそもそもの目的が輸入代替国内産業の育成であり，かつそれに付随して国際収支の改
善であることから考えて当然のことと思われる。
そこで関税と補助金の経済的効果について若干の比較を行なってみよう。同様に交易条
件一定が仮定されている。
先ず，輸入財の国内生産を増加させる目的からすれば関税も補助金も無差別であるが，
経済的厚生の損失は補助金の方が少ない。このことを Fig.3で説明しよう (8)。いま， y
財の国際価格と国内価格は同一であるが， X財の国際価格は国内価格より安い場合を仮定
しよう。この場合，自由貿易を行なえばYの生産は増加し， Xの生産は減少して，生産の
Y 
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T 
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均衡点はPに決まるであろう，しかし， X財に関税を課し，しかも関税率をその国内価格
に対する国際価格の比率に等しくすれば， X財の生産を貿易開始前の状態Eに保つことが
できる。この場合• 貿易は行なわれていても国内生産者も国内消費者も同じ国内価格に従
ってその行動を行なうことができる。すなわち，国内価格線は国際価格線と乖離している
が，その国の変形曲線とも社会的無差別曲線とも接しなければならない。このような点を
図で求めると，生産の均衡点をEとすれば，消費の均衡点は Ctとなり,CtはF'F'線に
おいて社会的無差別曲線がDDと同じ勾配の線と接する点である。
一方，補助金の場合は国内生産者は国内価格に従って行動するが，国内消費者は国際価
格に従って買うことができる。消費者にとっては国内価格と国際価格の差別がない。した
がって，国際価格線がこの国の社会的無差別曲線と接していることになる。そして変形曲
線とは接しない。このような場合の消費の均衡点を図で求めると Csである。
Ct,Csとも自由貿易の場合の消費の均衡点Cより下位の社会的無差別曲線に接している
が,CtはCsより更に下位の社会的無差別曲線に接している。このことから，関税も補助
金も国内生産保護の効果は同じであるが，関税は補助金より一層経済的厚生を低下させる
ものである。詳言すれば，図より明らかなように補助金は特化の利益の全部を失うのに対
して，関税は特化の利益の全部と交換の利益の一部を失うものである。
次に関税と補助金の輸入減少効果についてはどうであろうか(9)0結論から先に言うと，
一定量の輸入を減少させる場合，関税は補助金よりも経済的厚生の損失が少ない。それは
図で次のように説明される。ある関税による消費の均衡点 Ctとある補助金による消費の
均衡点 C'sは同じ社会的無差別曲線上にある。このことはECtだけ貿易を減少させる関
税と GC'sだけ貿易を減少させる補助金とは厚生の低下あるいは貿易の利益減少という
見地から全く無差別であることを意味する。図から明らかなように GC'sはECtより大
きく，このことは変形曲線あるいは無差別曲線の形態如何に拘わらず成立することであ
る。かくて輸入量を減少させるとすれば，関税は補助金よりも経済的厚生の低下が少＜，
有利である。
以上において，関税と補助金は代替的手段であるが，その経済的厚生に与える影響は異．
なることが明らかにされた。このことを認識した上で，以下の各節で保護貿易政策という
とき，総て関税政策のみに限定することにする。特に低開発国では補助金を給付するため
に国内課税することは関税を課すよりも遥かに困難なことであり，事実においても国内産
業の育成は輸入に対する直接統制か，さもなくば関税政策によっているからである。
要するに，この節で明らかにしたことは自由貿易はパレート最適の状態であり，したが
って，それを阻害する如何なる政策すなわち保設貿易政策も経済的厚生を低下させるもの
であるということであった。しかし，最初からパレート最適が満たされていない状態にお
いてはどうであろうか。 「毒を以って毒を制する」という諺があるが，パレート最適でな
い状態においてはパレート最適を侵すような方策が反って有効であるかもしれない。この
ような考え方は経済学ではセカンド・ベスト定理 (SecondBest Theorem) といわれ
る(10)。セカンド・ベスト定理とは，もしパレート最適を満たす総ての条件の同時的達成
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が困難であれば，そのうち可能ないずれか1つの条件を達成しても，それは必ずしも経済
状態を改善し，経済的厚生を高めることにはならない。寧ろ，そのような場合，パレート
最適の条件を破ることが反って経済状態を改善することになる場合がある。このことを証
明する定理である。
次節以後に考察するいろいろな場合は幼稚産業保護論の場合を除いて主としてそのよう
な場合なのである。最初に掲げた仮定のいずれかが満されていない場合であり，したがっ
てセカンド・ベスト定理の成立する場合なのである。
なお，以下の諸節で保護貿易政策が有利不利という表現の基準はいうまでもないことで
あるが経済的厚生の増減であり，同じことであるが実質所得の増減である。
(1) ここで簡単に触れることは厚生経済学における基本的な問題であって，詳しい説明、
を要しないであろう。熊谷〔22〕第18章参照。
(2) このようなポックス・ダイアグラムから変形曲線を導き出す方法はSavosnick(32) 
による。
(3) ここは国際貿易の一般均衡分析の極めて簡単な紹介であって Lieontief ⑫3〕の古~
典的論文の表示がよい。他に Johns皿〔12〕Chapt. 2, Lerner 〔24),M紐曲⑫8〕9
Mei紅〔30)Chapt. 2等参照。
(4) Johnson 〔認〕 p. 14による。他に Johnson〔立〕 p. 34 
(5) 詳しくは Johnson〔立〕 Chapt. 4, Meier 〔初〕 Chapt. 2の詳細な分類参照。
(6) Johnson 〔認〕 p. 6 
(7) 国際的な政策としては， (a)輸入関税， (b)輸出関税， (c)輸入補助金， (d)輸出補助金，
国内的な政策としては， (e)輸入財消費課税， (f)輸出財消費補助金， (g)輸入財生産補助l
金， (h)輸出財生産課税， (i)輸入財消費補助金， (j)輸出財消費課税， (k)輸入財生産課税◆
(1 l輸出財生産補助金等が考えられる。交易条件一定のこの種のモデルでは(a)と(b), (c~ 
と(d),(e)と(f),(g)と(h),(i)と(i),(k)と(1)は同一の効果を持つ。高山〔3釘 p.167, 
Meade 〔蕊〕 Chapt. 10参照。
(8) このところの分析は Cord血〔3〕pp. 236ー 7,による。勿論それはこの論文の交-
易条件を一定した場合 (PartIl)の結果であって，交易条件が変化する場合 (Part
m)では結果が異る。
(9) このところは Johnson〔認〕 pp. 32-34による。
(10) セカンド・ペスト定理については Johnson〔認〕 pp.47-48邦訳 p.39,高山 (33〕
pp.193-198, 熊谷〔2勾 pp.248ー 251, 更に詳しくは Meade隣〕 Chept. VII, 及
び R.G. Lipsey and K. Lancaster "The General Theory of Second Best,• Review-
of Economic Studies, Oct. 1956等参照。
2. 幼稚産業保護論
保護貿易に対する経済学的主張の最も古いものである幼稚産業保陵論は広義にとれば保幽
67 
196 閥西大學『網済論集』第16巻第2号
護貿易に対する様々な主張を包合するものであり，必ずしも特定の理論を指すものとは思
われない(1)。 しかし，ここで幼稚産業保護論という場合ミルの次の如き表現に代表され
る考え方に限定したい。それは種々の幼稚産業保護論に対する公約数的表現と見倣される
であろう。
「経済学の原理上よりして保護関税を認むべき場合はただ1つあるのみ，すなわち内国
•の事情に適当せる外国産業を国内に移植するために一時（特に発展中の幼稚国に於いて）
保護関税を課する場合がこれである。ある産業に於いて一国が他国に優っている原因がた
だ，これを早く着手したというに止まることが往々ある。また，一国に固有の有利があり
他国に固有の不利があるというのではなく，ただ現在，熟練と経験を多く積んでいるに過
ぎないということもある。かかる熟練と経験を未だ得るに至らない国も，あるいはこの産
業上の先進国よりその他の点では生産上却って好適かもしれない。一ー中略ー~さりなが
ら，荀もこの製造業を新たに招来するについては，危険を冒しまたは損を蒙るものであっ
て，かかる負担に耐えつづけ，生産者を育て上げ遂に伝統ある国々と同じ水準に達せしむ
というようなことは，私人の独力にては迎も期待し得られるものではない。随って，相当
.'の期間に互って保護関税を課するということは一国が斯かる実験を支援する方法として
は．ときに最も無難なのかもしれない。しかし，かかる保護を与うべき場合はただ，その
育成する産業が一時を経れば保護なしでやってゆけるという場合に限らねばならぬ(2)。」
要するにミルによれば，保護の対象とされる産業は，当初比較劣位の産業であるが，保
護によって一定の期間を経れば比較優位に転じる見込のある産業に限られねばならない。
このことをよく認識した上で，幼稚産業保護論の場合を図示しよう。
いま， X,Y2部門モデルにおいてX財部門を幼稚産業すなわち被保護産業であるとし
よう。貿易開始前においては変形曲形は TT,生産および消費の均衡点はEである。貿易
開始後，国際価格比率FFで自由貿易を行なえば，生産の均衡点P,消費の均衡点Cとな
•り， Y財の生産は拡張され， X財の生産は縮少されるであろう。しかし，先に仮定したよ
?
? ?
X 
Fig. 4 
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うにX財はこの国にとって幼稚産業である。そこで保護貿易政策によってX財の生産を減
少させないとしよう。そして，その間に熟練と経験を高めX財生産の増加が可能になった
としよう。それは Fig.4において変形曲線を右にシフトさせ T1T1にさせるであろう。こ
こに至って保護貿易を止め，自由貿易に立入れば生産の均衡点は Pり消費の均衡点はer
となり，この新しい消費均衡点は保護前の消費均衡点 Cに比して明らかに上位の社会的
無差別曲線に接している。かくて，もしこのような状態が生ずれば，保護貿易政策は経済
的厚生を高めることができる (3)。
しかし，それだけでは幼稚産業保設論による保護の充分な条件にならない。単に経済的
厚生を高めるというのならY財産業を保渡することによっても得られるかもしれない。上
に述ぺたミルによる幼稚産業保護論が証明されるためには当初比較劣位産業（輸入産業）
であったX財部門が一定期間の保護の後に比較優位産業（輸出産業）に転化することが必疇
要である。図でいえば保護政策廃止後の消費の均衡点 C'が常に生産の均衡点P'の左側
に位置しなければならない (I-1)。 しかし，必ずしもそうなる必然性はない。社会的
無差別曲線の形状，国際価格比率の勾配，および変形曲線の形状とシフトの大きさ等によ
って， C'がP'の右側にくる場合 (1-2),一致する場合 (I-3)が等しく考えられ
るであろう。かくて，幼稚産業保護論の場合，単に被保護産業が拡張するだけでは保護のi
充分条件を満すものではない(4)。
さらに，問題を動学的に取扱うとすれば，そしてそのことは保護貿易のような長期的な
問題を分析する場合常に必要なことではあるが，幼稚産業保護論はもう 1つの条件すなわ
ち，バスタブルのテストを満さなければならない。バスタプルのテストとは保護期間中の
高生産費を補うに足る十分な生産費の節約が，将来保護を撤去した場合に得られるかどう
かに関するものである。それは次のように図示される。 Fig. 5でff'は国際価格線であ
り， dd'は国内価格線で，横軸は時間を示す。 toから hまでは国内価格が国際価格より．
符
d 
? f' 
d.' 
t. t, 時間 t 
Fig. 5 
割高であるからその分だけ関税によって保渡されるとしよう。保護期間中の損失が保護廃：
止後の利益によってカバーされるためには，適当な利子率で割引かれたAの面積の現在価
値がBの面積の現在価値より小であることが必要である。これがバスタプルのテストであ
る。しかし，このテストについても低開発国では次のことが指摘される。第1に，これは
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予想価格に依存するものであるが，低開発国では予想は特に不確定である。第2に，低開
発国は一般に高金利のため，このテストの妥当する範囲は一層狭くなる。
ケムプは更に，このバスタプ）レのテストが満されてもなお費用逓減の企業であるならば，
独占企業になるのであるから政府は何も保護する必要はない。費用逓増の企業でしかも保
護廃止後新規参人が可能な業種に限られるべきであるという。なぜならそのような業種で
はti以後の dd'線は平均費用線と一致し，無利潤の点で生産が続けられなければならな
いからである(5)。
いずれにせよ，幼稚産業保護論をこのように解すとき，それが妥当する範囲が極めて限
定されるものとなったことは明らかであろう。その上，それが妥当する場合でも関税政策が
唯一の政策ではない。次のような代替的諸政策がジョンソンによって指摘されている (6)。
すなわち，幼稚産業においては投資の社会的収益率が私的収益率より大であるが，このこと
は低開発諸国においては次の理由で生じると考えられる。第1に，知識の獲得，生産技術の
•修得における投資の成果は物理的投資の成果と違って，投資をした人以外の利用者によっ
ても利用できるものである。このような場合，政府のとるべき政策は技術修得過程それ自
体を助成することであり，パイロット企業に蘊資したり各種の支援を与えることである。
第2に，生産技術の多くは労働の熟練さに含まれるものであるが，それは，現行の職場
訓練(On-the-JobTraining)においては使用者側の費用で労働者に熟練さという財産を与
えるものである。その結果，使用者側にとっては投資の私的収益率は社会的収益率よりも
低下する。この場合の適切な政策は政府が職場訓練を援助するか，あるいは労働者に対し
て，職場訓練によって得られる将来の高所得から現在の訓練の費用をまかなうような制度
を確立させることである。
第3に，資本市場の不完全性のため，初期の投資の費用が著しく大きく，殊に初期に大
規模な設備を必要とする場合にも幼稚産業保護論の条件を満たす場合があろう。しかし，
その場合でも資本市場の育成によって，かかる企業が資金調達を容易にするような政策が
：考えられる。
(1) 例えば，次節で述べる収穫逓増産業（外部経済）の存する場合も，菩通広い意味の
幼稚産業保護論の場合にいれられている。しかし，ここでは区別する。
(2) J. s. ミル，戸田正雄訳「経済学原理5」昭和14年，春秋社， 210~211ベー ジ。
(3) この図による説明は Haberl虹〔9〕pp. 238~39 Johnson 〔認〕 p. 30に従う。
↓ (4) Haberler, Johnsonともこの点を考慮していない。すなわち，保護を解除後いずれ
の財に特化しようと問題にしていない。これは幼稚産業保護論が前述の如く極めて広
い意味に解されているので，被保護産業が保護解除後，輸出産業に転じなくても，そ
の生産が増大し，ある程度輸入代替の役割を果せば，それでよいとの考え方も成立す
るであろう。しかし，ここでは上記のミルの表現を厳重に解して輸出産業に転じる場
合に限定することにしたい。
•(5) Kemp国〕 pp. 66~67, ケムプは費用遥増の湯合を 2つに分け， 企業の技梱習得
に関する 2つの方法を仮定している。すなわち，他の企業の経験から習得する場合は
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新規参人に対する制約がなく，価格は平均費用迄に引下げられて保護が必要となる。
自己自身の経験から習得する場合は新規参人は押えられて価格は平均喪用以上とな
り，その程度は最低平均費用点の動き，限界費用線の勾配及び世界の盤要弾力性等に
依存する。そして価格と平均費用の差の程度によっては必ずしも保護は必要とされな
い。寧ろされない場合が多いという。
(6) Johnson 〔13〕pp. 28~29 
3. 独占が存在する場合
商品市場に独占が存在する場合，高い独占価格を国際的にも保持するために，保護貿易
政策をとることが得策であろうか。本来，比較優位を持ちながら，その価格が独占的につ
り上げられているため輸入品に大刀打ちできず，比較劣位に甘んじている場合があるかも
しれない。本節ではこのような場合について考察する。
先ず，独占が存在する場合は第 1節の仮定(6)が成立しないのであるから，伝統的貿易理
論の図は変更されなければならない。普通，独占商品の価格はその限界費用より高くつけ
られる (1)。独占生産者の私的限界費用はその社会的限界費用より大きいと見倣されてい
る。それゆえ， X財部門が独占生産者を持つ部門であるとすれば， XYのある生産比率！こ
おいてXに対するYの国内価格比率はその限界変形率（限界機会喪用比率）よりも常に大
きい。図でいうと国内価格線 DDが変形曲線 TTを常に大きな勾配で切る。そして，完
全競争の場合のように両者は接しない。また， Y財部門が独占生産者を持つ部門であると
すれば，国内価格比率は限界変形率よりも小さく，国内価格線DDは変形曲線TTを小さ
な勾配で切ることになる (Fig.6)。このことを前提として，以下X財部門に独占が存在
する場合とY財部門に独占が存在する場合とに分けて考察しよう。
?
?
?
? ?
x財部門に独占が存在する場合
?
?
D ” 
D /// 
T X 
Y財部門に独：りが存在する場合
Fig. 6 
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Y財部門に独占が存在する場合
Fig. 7 
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(1) X財部門に独占が存在する場合について考察しよう。いままでの場合と同様， Y財
の国際相対価格は本来（完全競争における）その国内相対価格よりも大きい，すなわち，
FF線の勾配はDD線の勾配よりも小さいと仮定されている。その上X財部門に独占が存
在するのであるから， Y財の国内相対価格は本来のそれよりもさらに小さい。 したがっ
て，貿易開始役の特化の状態は完全競争の場合におけると同様でY財は依然として比較優
位の財であり， X財は比較劣位の財である。
しかし， Fig.7に明らかなように，バグワティ・ラマスワミイが指摘した2つのケー
ス(2),すなわち，貿易謁始後自由貿易が反って経済的厚生を低下させる場合と，経済的厚
生を増大させる場合の存在が認められる。 Il-1の場合は自由貿易は自給状態よりも経済
的厚生を低下させ，したがって保談貿易が常に有利な場合である（ハーパラー・ケース）。
Il-2の場合は自由貿易は経済的厚生を増大させ，保護貿易が必ずしも有利といえない場
合である。 Il-2の場合，保護による消費の均衡点が自由貿易の場合のそれより上位の社
会的無差別曲線に接するかどうかによって，保護が有利がどうかが決まる。要するに，自
由貿易が経済的厚生を増大させる場合と減少させる場合の2つが認められることにより．
独占部門の商品が本来あるべき以上に比較劣位であるからといって，それを保護すること
が必ずしも経済的厚生を高める場合ばかりとはいえないことが明らかにされた。自由貿易
の方が望ましい場合もあるのである。
(2) 次にY財部門に独占が存在する場合について考察しよう。この場合は先の場合より
一層複雑である。同様に， Y財の国際相対価格が完全競争時の国内相対価格よりも大きい
と仮定される。ところが，この場合はY財部門に独占が存在して， Y財の国内相対価格は
完全競争時のそれより大きいからY財の国際相対価格はY財の独占を含む国内相対価格よ
り大きいか小さいか一概にいえない。すなわち， FF線の勾配が DD線の勾配より大きい
か小さいか判らないのである (8)。
そこで，先ず,FF線の勾配が DD線の勾配より大きい場合について考えよう。この場
合は同様に，自由貿易が経済的厚生を低下させる場合 (Il-3)と，増大させる場合 Cn 
. -4)の2つの場合が考えられる。いうまでもな<, Il-3の場合は保護貿易は有利であ
るが， Il-4の場合は必ずしも有利といえない。しかしいずれの場合にしても，この場合
はいわば誤った方向に特化していることが指摘されなければならない。もし，独占がなけ
れば，この国は当然Y財部門に比較優位を持っているにかかわらず，独占によるY財価格
の割高によって， X財に特化しているのである。したがって，輸入関税による保護貿易政
策はかかる間違った特化を是正する意味で有利であると考えられるかもしれない。（翰出
関税も同様である。）しかし，かかる保護政策といえども比較優位を逆転させ，真の特化
の方向に一歩踏み出すことはできない。
最後に， FF線の勾配がDD線の勾配より小さい場合 (Il-5)は常に自由貿易は経済
的厚生を増大させる。今までのように自由貿易が経済的厚生を低下させる場合は考えられ
ない。ただし，この場合でも正しい方向に特化する場合 (C点）と，誤った方向に特化す
る場合(C'点）の両方が考えられる。しかし，いずれの場合にせよ，保護貿易が必ずしも
73 
202 開西大學「網済論集j第16巻第2号
有利でない場合が見られることは今までと同様である。
以上，国内に独占が存在する場合は，独占が存在する部門，国際価格比率と国内価格比
率の大小等によって，いろいろな場合が考えられることを示した。しかし，保護貿易政策
の有効性に関しては結局，バグワティ・ラマスワミイの2つの分類だけで充分であって，
貿易開始後自由貿易が自給状態よりも経済的厚生を低下させる方の場合（ハーバラー・ケ
ース）は保護貿易政策が有利であるといえるが，他方の場合は保護貿易が必ずしも有利で
あるとはいえないのである。なお，保護貿易が有利な場合でも，次の点を考慮に入れなけ
ればならない。それは，独占的行為は通商政策と密接に関連しており，独占者は政府に圧
力をかけて保護貿易政策を強化して，その独占価格を一層引上げる傾向が見られることで
ある。この場合，保護による利益は独占の強化によって社会的には減じられることになる
であろう (4)。
一体，国内に独占が存在する場合一番望ましい政策は，いうまでもないことであるが，
独占自体を排除する政策である。バグクティ・ラマスワミイは独占産業に課税し，非独占
産業に補助金を与えて社会的費用と私的費用との乖離をなくさせる政策を課税補助金政策
(Tax―cum-Subsidy Policy)または最適補助金政策 (OptimumSubsidy Policy)と名
付け，その方が，独占等国内市場の歪みが存する場合は関税政策より遥かに有効であるこ
とを指摘した(5)。アンチ・トラスト法等各種の独占禁止政策は一層根本的な方策であろ
う。独占の場合の政策についてはここでは深く立入らない(6)。要するに保護貿易政策は
Fig. 6の制約内で経済的厚生を最大にする政策であるのに対し，課税補助金政策，独占禁
止政策は Fig.6そのものを変更してパレート最適の状態にもっていこうとするものであ
る(7)。
(1) 生産物の供給独占の均衡点クールノーの点において，価格が必ずしも限界毀用より
高いという必然性はない。
(2) Bhagwati & Ramaswa血〔 1〕pp. 45-46, これに対し Haberl虹〔 9〕pp. 236-
37では最初の湯合すなわち自由貿易が経済的厚生を低下させる場合についてしか示し
ていないので，その場合をハーパラー・ケースということにする。
(3) Johnson 〔認〕 p. 20の分類による。
(4) Johnson (1釘 p.23 
{5) Bhagwati & Ramaswa血〔 1〕p. 46 
{6) 詳しくは，熊谷〔22〕第21章等参照。
(7) ここで，わが国で隈々いわれている「国際的競争力をつけるための企業合併」の問
題について触れておきたい。原則的にいえばこれは国内市湯における独占を目的とす
るのではなく，国際市場における独占を目的とするのである。この節での論議は国内
市場における独占の場合であるから，ここでの考察の範疇には入らない。
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-4. 収穫逓増、逓減財の場合（グレアムの保護貿易理論）
1923年当時プリンストン大学教授であったグレアムは収穫逓増財，収穫逓減財の場合に
ついて考えると，古典学派のいう比較生産費説の利益は必ずしも保証されるものではない
ことを明らかにした(1)。すなわち，グレアムは小麦（収穫逓減財）時計（収穫逓増財）の
2財を仮定し，小麦に比較優位を持つ国は貿易の拡張に伴ない小麦の生産を拡大し，時計
9の生産を縮少するであろうが，小麦は収穫逓減財，時計は収穫逓増財であるから，要素当
りの限界生産量は小麦においても時計においても低下するであろう。時計に比較優位を持
つ国はその逆で，限界生産量は両部門とも上昇する。かくて，小麦に特化した国は不利益
を蒙ることになり，かかる不利益を防ぐためにはどうしても保護貿易が必要であるという
のである。これはその後若干の論争をひき起した意味で，保護貿易に対する注目される経
済学的主張であった(2)。
このグレアムの想定した収穫逓増，逓減の場合は第1節に図示した伝統的貿易理論のい
くつかの仮定のうち；規模の収穫一定の仮定(5)を除去した場合であり，したがって，こ
の点を変更することによって同様に図示することができると思われる。そして，それはテ
ィンバーゲンによって試みられた(3)。以下，グレアムの場合を図示するための準備とし
て次の2つの事柄を提示しておこう。
先ず，グレアムの場合，変形曲線の形状が変るということである。ここで，収穫逓増，
逓減を規模の収穫逓増，逓減の意味に解することにしよう。いま， X財を規模の収穫逓増
財(Y財を規模の収穫不変財）とすれば，それはポックス・ダイアグラムにおいてX財の各
等生産量曲線（生産無差別曲線）の指標が逓増することになる。すなわち， Fig.8に示さ
労働量
? ?
???
C I 2 3.2 4.5 6.3 b (逓増値）?
2 3 4 
Xの生産量
? ?
Fig. B 
れるように，同じ間隔の等生産量曲線がボックス・ダイアグラムの対角線を切る点の横軸
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座標が1, 2 , 3.2, 4. 5, 6. 3と増加率が大きくなる数値で表わされることになる。そこ
で，これを同一間隔の目盛に直すと氏は Pi',P2はP21となり変形曲線は右下に跛行
することが見られるであろう (4)。変形曲線が原点に対して凸状を呈するようになるかどう
かはこれだけでは判らない。しかし規模の収穫逓増の度合が強くなればなる程その可能性
は大きいであろう。（規模の収穫遥増と限界機会費用逓減とは必ずしも同じことではない。）
今度はX財が規模の収穫逓減財であるとすれば，上記の対角線を切る点の横軸座標は，例
伽
えば1, 2 , 2.7, 3. 2, 3. 5と増加率が低下する数値で表わされ， 同一間隔の目盛に直す
と，変形曲線は規模の収穫不変の場合よりも一層強く原点に凹状を呈するであろう。以下
において， X財を規模の収穫逓増財， Y財を規模の収穫逓減財とし，変形曲線はY軸寄り
では原点に対して凹状であるが， X軸寄りでは原点に対して凸状に変わると仮定しよう。
規模の収穫逓増の効果が強く働くと仮定するのである。
次に，規模の収穫逓増の場合が完全競争と両立することを仮定することである。グレア
ムは．当初規模の収穫逓増が内部経済によって生じる場合と外部経済によって生じる場合”
とを共に認めたが，もしそれが内部経済によって行われるならば，究極的にはその企業は
独占生産者となり，前節の独占の場合と同じ結果になるであろう (5)。したがって，ここで
は規模の収穫逓増が外部経済によって生じる場合を仮定することにする。規模の収穫逓増
が外部経済によって行われる場合は企業にとって限界費用の上昇は可能で，完全競争の状
態と両立する。しかし，その場合でも私的限界費用は社会的限界費用よりも大きくなり．
国内価格線は変形曲線と接しない。
外部経済を仮定し．しかもこの困難を避けるためにケムプに従って次のような場合を仮
定しよう (6)。すなわち， (a)個々の企業各々にとっては規模の収穫は不変である。 (b)個々
の企業にとっての外部経済は i) その企業の属す産業にとっての内部経済であり， ii) 生~
産要素において生ずるよりもむしろ，産出量において生じ， ii)与えられた要素価格比率-
における最適要素比率がその産業の産出量に対して独立という意味で中立的であり．かつ
iv)社会的限界費用に対する私的限界費用の比率が両産業とも同一であるという意味で両”
産業において等しい厳密さで生じると仮定しよう。これによって，完全競争の場合と同様
に均衡状態においては価格比率が変形曲線に接するよう描くことができるであろう。
以上のことを前提として，グレアムの保護貿易理論が成立するかどうかを考えよう。同
様に国際価格線FF の勾配が国内価格線 DD の勾配より小さいと仮定しよう。 2 つの場~
が考えられる。
先ず.m-1の場合は保護が有利な場合である。最初E点において貿易を開始すればY
財の方向に生産を特化することが有利であり， X財の方向に特化することは不利である。
かくて，この国は国際価格線がFFの下において生産はP,消費は Cに均衡点を見出すで
あろう。しかし，この状態は決して最大有利な状態ではない。なぜなら,x財の生産を増
加させることは当初経済的厚生を不利にしても，完全にX財に特化してしまえば，すなわ
ちP'点に至れば，同じ国際価格線FFにおいて最も高い社会的無差別曲線に接すること
ができ (C'点），最大の経済的厚生を得ることができるからである。当初比較劣位の財で．：
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皿ー 2
p' 
T―x 
Fig. 9 
あるX財は実は比較優位の財なのである。ただ，貿易開始点の近傍ではそれが判らず，誤
ってY財に特化しているのである。かくて皿ー1のような場合，保護貿易政策によってX
財の生産を増加させて， X財が比較優位を示す段階に至って始めて貿易を自由化すれば，
_p, 点に特化することができ， この国にとって最大可能の経済的厚生を達成することがで
きるであろう。この意味において，保護貿易政策は有効である。しかし，保護関税ではX
財の輸入を阻止することができても， X財の生産を増加させY財の生産を減少させる効果
はない。したがってこの場合でも純粋に国内政策であるバグワティの課税補助金政策の方
が有効であろう。ただ図からも明らかなように最初の生産の均衡点は不安定均衡点である
から，少し右方に押す政策をとればこの場合非常に有効である。
皿ー 2の場合は保護貿易は全く有効でない。自由貿易によって最大可能な経済的厚生が
達成でき，伝統的貿易理論の図の場合と全く同一である。ティンバーゲンは示さなかった
が，変形曲線の形状と国際価格比率線の勾配とによって皿ー2のような場合も勿論可能で
ある (7)。
以上，グレアムが仮定した収穫逓増，逓減産業の場合でも，逓減産業に比較優位を持つ
：国が保護貿易政策を採ることが必ずしも有利と限らないこと，すなわち有利の場合と有利
でない場合のあることが示された。その上，保護貿易が有利な場合でも，これは，規模の
収穫逓増の度合が強くて変形曲線が原点に半凸状をしている場合にのみいえることであっ
て，そうでない場合（規模の収穫逓増が変形曲線を原点に対して半凸状にする程強くない
湯合）には妥当しない。この意味において，グレアムの考えた保護貿易の妥当する場合は
収穫逓増，逓減ケースの中でも限られた場合といえよう。
最後に付言しておきたいことは，皿ー1の場合でも保護貿易政策が唯一の方策とは必ず
しもいえないことである。一体，収穫逓増産業と収穫逓減産業の存する場合は前者から課
税し後者に補助金を与える政策，いわゆる課税補助金政策で国内市場の歪みをなくすこと
が正道である。しかし，この場合は国内市場の歪みをなくして変形曲線を原点に凹状にし
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て貿易する方が，皿ー1のように特化するよりも有利かどうか一概にいえないであろう。
なお，皿ー 1のP点のような誤った特化が情報の欠除によるもの(8)であれば，かかる情
報を完全にするような政策，国の産業構造の将来に対する見通しをたてることが一層有効
であろう。
(l) Grahamげ〕，紹介としては，手塚〔34〕第2章，北川〔18〕第4章，〔19〕第8章，
Viner 〔祁〕 pp. 475~482. および Cavesげ〕 pp. 169~174参照。なおグ Vアム自身
明らかにしていないが，逓増生産費の産業に比較優位を持ち，逓減生産喪に比較劣位
を持つ国が， その如く特化すること， その国に有利でないことはすでにニコルソン
(J. S. Nicholson, Principles of Political Economy I, 1897, pp. 307 ~9, 317 ~8)に
よって論じられている。これは Viner(3釘 p.475の指摘するところである。また貿
易開始後生産費逓増の産業が存在すると，両国共利益の失する場合のあること，ヶ v
ンペルガー (E.Kellenberger, Zur Theorie von Freihandel und Schutzzoll, Welt--
w1tschaftliches Archiv. Jan. 1916, S. 1~20)の示したことはKoch及びそれにより手
塚〔3釘 pp.73~76. の指摘するところである。
(2) Knightの批判〔20〕，それに対する Grahamの解答 (8〕がある。それについて
は，上記，手塚，北川， Caves等に示されているが，とりわけ Viner〔茄〕 pp. 479~482-
に詳しい。
(3) Tinbergen 〔邸〕 Appendix I, pp. 132~134. Cav蕊〔2〕p. 169によると， Tin-
bergen, International Economic Cooperation, 1945の AppendixIと Tinbergen. 
〔35〕の AppendixIとは同じ内容を含むものであるが，前者はグ Vアムの生産費に
関する仮定を図示し，かつ，そこに含まれる誤りも示しているが，後者においてはそ
れを省略して，グ Vアムの名前すらあげていない。しかし，ここでは前者未見のため
後者によった。
(4) 収穫遥増を比較生産喪説に渫入したのは Bastable,Taussigである (Caves〔2〕
p. 161)。なお， 限界機会費用が逓減する場合， 変形曲線が原点に対して凸状になる
場合を始めて見出したのは Lern紅〔24〕でないかと思われる。変形曲線が原点に凸
状の場合の取扱いは Matthews〔切〕， Meade〔認〕 Chapt. 5, Kemp 〔訂〕 Chapt. 8, 
Cavesげ〕 pp. 160~170に見られる。ただケムプを指摘するように規模の収穫増加
と限界機会費用の減少（変形曲線の原点に対する凸性）とは必ずしも同じことではな
い。なぜなら，規模の収穫増加の湯合であってもその程度が弱い場合は限界機会費用）
が増加し変形曲線が原点に凹状の場合もありうる (Kemp〔げ〕 pp. 110~111.)。
(5) この点が Knight(20〕によって批判されたところである。
(6) Kemp 〔訂〕 p. 111 
(7) 勿論， 完全競争でない場合（ただし， 独占ではない）でも同様の分析は可能であ
る。その場合は価格線が変形曲線に接しないため，前節（独占の場合）で Bhagwati,.
Ramaswa血〔 1Jが区別した2つの場合， すなわち， 貿易開始が経済的厚生を低下
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させる場合と上昇させる湯合の 2つにさらに分けて考察する必要がある。ティンパー
ケンは後にそのような場合を取扱っている。 Tinbergen 〔お〕 pp. 134~136. しかし，
変形曲線は全く原点に凹状としているので，むしろ前節の独占の湯合に相当するもの
である。それをハーパラーが「グ Vアムが真に意味したところのものの正確な表示」
(Haberler t9) p. 237)といっているのは誤りである。
(8) Tinbergen t'妬〕 p. 134 
5. 賃金格差が存在する場合
（マノイレスコ・ヘーゲンの保艘貿易理論）
1929年，当時ルーマニアの商工会議所会頭であったミハエル・マノイレスコは『保護と
国際貿易の理論』という一書を表わし， リカードの比較生産費説を批判して，農工間に生
産性の格差が存在する現状では，自由貿易は農作物輸出国に不利であり，工業品輸出国に
有利であり，この意味において農業国は保護貿易を必要とすることを主張した(1)。生産
性の相対的に低い農作物に特化することは1人当り所得の減少をもたらすと考えられるか
らである。このマノイレスコの保護貿易理論が当時多くの反響を呼んだことは英独等の国
語に訳されたことからも明らかであろう。この主張は戦後エヴェレット・ヘーゲン(2)に
よって再び取上げられ，伝統的貿易理論の用具を用いて保護貿易の妥当するケースとして
示され，これがまた種々の論議をひき起したことはよく知られているところである (3)。
ところで，マノイレスコの生産性格差はヘーゲンにおいては賃金格差として表わされてい
る。両者は厳密にいえば必ずしも同じものでないが(4)'.ここではヘーゲンに従って賃金
a. ?
?
????
?
Xの生産量ー一←
①: x財部門の労働の相対価格線
@: y財部l"の労働の相対価格線
Fig. 10 
???
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格差と解することにしよう。そうするとそれは要素市場の完全競争の仮定を除去した場合
であり，同様に図示することができる。先ず，賃金格差の存在は次の2.点においてパレー
ト最適に変更を与えるものであることを明らかにしておこう。
第1にそれは変形曲線の形状を変えるものである。 Fig.10においてX財部門の労働の
相対価格がY財部門のそれより高いと仮定しよう。①の勾配は②の勾配よりも大きいと
仮定しよう。その逆の場合であっても結果に変りはない。そうすると要素配分量を示す点
はEではなく E'となり，したがって変形曲線はxpyではなく砂'yとなるであろう。すな
わち，変形曲線は両端を除いて内側にへこむことになる。このことは，要素市場に不完全
競争が存在する場合は，完全競争が存在する場合に比して，一定の資源で達成可能な生産
量が少いことを意味するのであって，容易に理解されるところである。ただ，変形曲線が
Fig. 10のように原点に対して凹状になることは必ずしも確定的でない。賃金格差が非常
に大きい場合は凸状になる可能性も存するであろう。以下では原点に対して凹状である場
Y YI UU, 誓~• TV-I ~F ぐ＼＼
., " 
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Fig. 1 
（点線は貨金格差のない場合の変形曲線）
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合と凸状である場合の両方について考察しよう。
第2に，賃金格差のある場合は，先の独占の場合と同様，市場価格比率を示す線は変形
曲線に接しない。しかし，価格線が変形曲線をどう切るか。両部門共資本労働比率が変り
なければ問題はない。賃金の高い部門の製品が割高になるからである (5)。 しかし， ここ
ではボックス・・ダイアグラムから導いており，資本労働比率は異るし，しかも資本労働比
率の高い部門は賃金が高いから，このことは容易にいえないかもしれない。ただ，結論か
らいうと価格線は変形曲線をよりきつい勾配で切る。すなわち， Y財の価格比率はその限
界変形率よりも大なのである (6)。
以上のことを前提として，農工間に賃金格差がある場合，保護貿易が有利であるかどう
かを考察しよう。先ず変形曲線が原点に凹状の場合については先の独占の場合 (Il-1,2)
と同一の結果をもたらすものであって詳細な説明を要しないであろう。すなわち， IVー 1
は保護貿易の有効な場合であり'IVー 2は必ずしも有効でない場合である (7)。
次に，変形曲線が原点に凸状の場合は保護貿易は常に有利となり，自由貿易は有利とな
らない(8)。(IVー 3の場合）
以上，農業間に賃金格差の存在する場合でも自由貿易の方が有利な場合もありうること
が判明した。保護が必要な場合について考えると，保護関税は勿論，課税補助金政策でも
この場合最上の方策ではない。なぜなら，課税補助金政策は商品市場の歪みを是正しえて
も生産要素市場の歪みを是正する効果がないからである。その上，工業における労働者の
独占が後述するように賃金格差の原因である場合は，いわば「都市が農村を搾取」(9)する
ことになり， J.:l業に課税して工業に補助金を与えて「農業労働者を都市に引き寄せる手段
として，都市工業を一層補助することを救済策として提案することは（怠けものの）雄蜂
による働き蜂の搾取を働き蜂もまた雄蜂に変態させることにより，除こうと提案すること
に等しいことである。」(10)といえよう。
したがって，それよりも寧ろ，生産要素市場自体の歪みを是正し，図でいうとへこんだ
変形曲線を上へ押上げ，パレート最適の場合のそれ (Fig.11における点線）に接近させ
ることが最も根本的な方策である (11)。そのためには賃金格差自体を解除させなければな
らない。賃金格差の原因についてはいろいろな理由が指摘されているが(12)低開発国にお
いては次の 3つが最も一般的であろう。それらに対する解決策は低開発国の二重構造全体
の解消を意図すぺきもので，簡単に論じることは不可能であるが，ここでは簡単に触れて
おきたい。
第1は偽装的失業の存在によって農業部門の労働の限界生産力は零に近いが，家族制度
に支えられて，その賃金は限界生産力を反影せず平均生産力によって決めらている場合で
ある (13)。（勿論それでも，工業部門の賃金は農業部門のそれより高い。）この場合，その
平均生産力と限界生産力の差だけ農業部門の労働に補助金を与えることが是正策である。
第2は急進的な労働組合，社会保証制度あるいは圧力団体の存在によって工業部門の賃
金が労働の限界生産力以上に引上げられている場合である (14)。この場合その差額だけそ
の労働者に補助金を与えることが必要な是正策であろう。しかし，それは企業の負担を減
81 
210 欄西大學『網済論集』第16巻第2号
らすことになり一層賃上げの誘因をもたらすかもしれない。
第3は工業部門の高賃金の中には工業技術をうるに必要な教育費や，農村から工業地帯
への移動費等労働者自体が負担しなければならない部分が含まれていると解される場合で
ある。この部分を国家で負担することは必要な是正策である。かかる目的の国家の補助政
策はいわば幼稚産業保護論と同じ種類のものとなり，＇もし賃金格差の原因がこれによるの
であれば，ヘーゲンの保護貿易理論もまた幼稚産業保護論の特殊な場合とも考えられるで
あろう (15)。
(1) Manoilesco 〔泌〕ただし未見のため，手塚〔34〕第1章の詳細な紹介による。他に
紹介としては北川〔18〕第6章北川〔19〕第7章等参照。
(2) Hagen (10〕
(3) Koo⑫1〕による批判，およびそれに対する Hagen(11〕の解答， Kafka (14〕，
Kenen 〔お〕， Bhagwati& Ramaswani 〔1〕pp. 47~5゜
(4) マノイ Vスコの生産力 (Productivite)の概念は必ずしも厳密ではないが，現在のタ
ームでいえば価値平均生産力と解される。手塚〔3釘 pp.23~31 北川〔1釘 pp.137
~141 
(5) Bhagwati & Ramaswami 〔り pp.48~49は単純にそのように想定している。
(6) この命題に対する Hagen(10〕の証明は納得的でない。以下修正に示すことにす
る。いまX財の価格を Px,y財の価格をPyとすると Px/PyがdY/dX(限界変形率）
より大であることを証明すればよい。 X財， Y財の生産関数をそれぞれ次のように表
ゎそう。いずれも規模の収穫一定の仮定が満されるとする。
X=X (Kx, Lx), Y=Y (Ky, Ly) 
dX-ax aY ―dKx+― dLx fjKx fjLx 
dY-fjY fjY 
--—dKy+— dLy fjKy . fjLy 
fjY fjY 
dY fjKy — dKy+-— dLy fjLy 
衣=ax 
fjKx 
dK叶且~Lx
f}Lx 
Rを資本の価格， Wを労働の価格（賃金率）としよう。賃金率のみ格差が存在するの
であるから，
w ax R ax ＝＝ Pぷ aLx, Px aKx 
竺＝立竺-=~
Py aLy'Py aKy 
ただし a<l
となりこれを上の式に代入して整理すると次の結果が得られる。
立 =A_.!".巴 A
dX Py, 
a• 
W dKy dLy 
で冨声＇ ..L 1 
W dKx 
R dLx +1 
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dKy dKz ＜ dLy dLy dLェ， 0 < dLz く1 (Fig. 10より）
ゆえに O<Aく1である。かくて
dY Pz 
訳く万
である。
(7) Hagen (10)はlV-1のケースしか考えていなかったが,lV-2のあることを指摘
したのは Bhagwati& Ramagswamiい） p. 49である。
(8) しかし,Hagen (10〕・ Bhagwati& Ramaswamiい〕ともこのlV-3には気付い
ていない。マノイ Vスコは1人当り所得の格差が非常に大きい（約4倍位）数字を挙
げているからlV-3こそマノイ Vスコに一番忠実なケースではなかろうか。
(9) Viner 〔初〕 p. 51, 邦訳 p,72 
~I]) Viner 〔町） p. 51, 邦訳 p.73 
(l) Johnson 〔認〕 p.25では阿部門の限界生産力比率を等しくさせるような政策を論じ
ているが，マノイレスコ・ヘーゲンの湯合は限界生産力格差とは独立の賃金格差の存
在であるから限界生産力比率を等しくさせる政策では効果がない。
四 例えば Bhagwati& Ramaswamiい〕 p. 47によると賃金格差の生ずる原因とし
て (1)職業間の効用選好状態 (2)稀小技循に対する rent的要因 (3)人的投資（訓練）
に対する投資収益 (4)畏村から都市への移動費 (5)労働組合の千渉 (6)人道主義的威
信（見苦しくない賃金の観念） (7)成長産業は他より労働を吸収しなければならない
事情 (8)農村労働は非成人でも可能であるが工業部門の労働は成人等の差異を挙げて
いる。
⑲ Lewis 〔茄〕 pp. 443~444, 1レイスはこれより現実のコストによる特化状態と， 限
界生産力による真の特化状態が異る湯合のあることを指摘している。また Myint〔組〕
pp. 176~7, Cordenい〕 p. 60参照。
U4l Ecka皿〔5〕pp. 350~354は主としてこの理由にもとずいて低開発国における労
働市湯が歪みを持つものであることを仮定している。いわく「入念な社会保障規定，
政府奨励的な急進的労働組合運動がしばしば人口密度の高い 1人当り所得の低い国に
見られるのである。」 (p.351) 
US) これは Kafka〔14〕pp. 163~166の指摘するところである゜ また Corden〔4〕
pp. 60~61参照。
6. 生産要素の移動性がない場合
生産要素が国内的には完全な移動性を持つという仮定を除去すればどうなるであろう
か，生産要素が国内で移動性がない場合は伝統的な貿易理論の図示は修正され，バレート
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最適の条件が満されないことは想像されるが，果して保護貿易政策が有利な場合となるで
あろうか。これはハーバラー(1)によって論じられ，ジョンソン(2)によって精密化された
問題である。以下，ここではジョンソンに主として従うことにしよう。ハーバラーもジョ
ンソンも生産要素の非移動性の経済的効果は，要素価格が伸縮的な場合と硬直的な場合と
では基本的に異ることを明らかにしている。
そこで先ず，要素価格が完全に伸縮的な場合について考察しよう。生産要素の非移動性
は，先のボックス・ダイアグラムにおいてX財部門とY財部門の資本と労働のある組合わ
せが決められると，その組合わせは全然変化しないことを意味する。その組合わせが両部
門の生産無差別曲線の接点上（効率軌跡上）にあるとすれば（・必ずしも，そのような必然
性はないと思われるが），生産要素が非移動的な場合の変形曲線はFig.12における直角折
線AEBとなるであろう (3)。貿易開始前の均衡点は勿論E点である。貿易を開始すれば
生産の均衡点はEであるが，消費の均衡点はCとなり， CはEより必ず上位の社会的無差
別曲線に接することから，貿易は経済的厚生を高めうる。この場合，特化の利益は得られ
ないが，交換の利益は得られる。かくて，この場合，自由貿易は有利であり，保護の必要
性はない。
しかし，要素価格が下方硬直的である場合は事情が異なる。この場合更にX財で表わし
て硬直的か， Y財で表わして硬直的か分けて考える必要がある。
(1) 要素が非移動的であり，要素価格がX財で表わして下方硬直的である場合は，貿易
開始後生産の均衡点はPにとどまり，結果は要素価格が伸縮的な場合と変わらない (V-
1)。というのは，貿易開始後， Y財に比較優位を持つこの国は， X財の価格が低下する
であろうが，しかし，要素価格は仮定によってX財で表わして変化しないため，ボックス
・ダイアグラム上の資本労働の組合わせは貿易開始前と変らず，したがって生産の均衡点
もEと変わらないからである。勿論，保護貿易の必要性はない。
(2) 要素が非移動的であり，要素価格がY財で表わして下方硬直的な場合はどうであろ
?
??
?
Fig. 12 
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うか。今度は，要素価格はX財で表わして不変であるわけではないので， X財価格の低下
によりX財の生産に用いられる要素は資本労働ともその価格は低下し，したがって供給は
減少し， X財の生産は低下することになろう。極端な場合はX財の生産は零となり，生産
の均衡点はAに至る。 (V-2),勿論その場合でも貿易開始前より経済的厚生を高めるか
もしれない。 (Fig.12の場合）しかし，いずれにせよ保護貿易が有利である (4)のはこの
場合であって，また，輸入補助金によってV-1の場合と同様の経済的厚生を享受するこ
とができる。なおこの場合，少しでも生産要素間に移動性があれば， X財部門よりY財部
門に資本労働が移動することにより， Y財の生産をA'と高め，それに応じて貿易の利益
を高めることができるであろう。
以上この場合は自由貿易が有利な場合が寧ろ多く，保護の必要な場合が少ない，すなわ
ち，要素の非移動性が要素価格の硬直性を伴い，しかもその国にとって比較優位の財で表
わして硬直的である場合に限られることが判明した。この場合でも国内市場に歪みのある
場合であるから，国内的な政策によってかかる歪み，すなわち要素の非移動性，要素価格
の硬直性を是正することが根本的な対策である。それらについてはいろいろな政策がある
がここでは深く立入らない。
(1) Haberl虹〔9〕pp. 228~235 
(2) Johnson 〔13〕pp. 14~18 
(3) これは Haberler〔的 p.225の図による。福島〔6〕p. 141の図は変形曲線を鈍
角状の折線に描いているが，これは生産要素が非移動的な場合でなく，両部門の生産
関数とも生産要素が補完的である湯合に当る。
(4) Haberl虹〔9〕p. 229では要素価格が硬直的な場合は保護が有利な湯合しか考えて
おらず，したがってV-2の場合のみ想定していることになる。要素価格の碩直性が
XYいずれの財の価格で表わすことによってV-1, V-2の異なる結果の得られ
る。ことを示したのは Johnson〔認〕 p. 15である。
要約
以上の各節において，幼稚産業保護論，独占の存在する場合，収穫逓増，逓減財の場合
（グレアムの保護貿易理論），賃金格差の存在する場合（マノイレスコ・ヘーゲンの保護
貿易理論）および生産要素間の移動性のない場合等5つの項目について，経済的厚生の基
準から保護貿易政策ー一保護関税←一ーの効果を考察してきた。第1節で明らかにしたよう
に比較生産費説を中核とする伝統的貿易理論はパレート最適の状態を満すものであり，し
たがってそれを撹乱する如何なる政策も不利益をもたらすものであった。しかし，これら
5つの場合は幼稚産業保護論の湯合を除いて最初からバレート最適の状態を逸脱している
場合であり， この意味において保護貿易政策の適用が理論的にも認められると考えられ
る場合であった。すなわち，セカンド・ベスト定理が適用されると考えられる場合であっ
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た。にも拘わらず，変形曲線・社会的無差別曲線および内外価格比率の差によるいろいろ
なケースについて調べたところ，保護貿易政策が必ずしも有利でなも最初から自由貿易
を行なう方が有利な場合も数多くあることが明らかにされた。また，幼稚産業保護論の場
合でもミルの条件を満たし，バスクプルのテストに合格し，しかも自力で習得期間中の損
失を取返せることのできるような企業の場合を除くと，保護貿易政策の適用が相当限定さ
れてくることが示された。
なお，ここで幼稚産業保護論の場合は比較静学的に取扱い，その他の場合は総て単純に'
静学的に取扱ってきたがこれは全く便宜上の問題であった。本来，保護貿易の経済的効果
のような長期的な問題は総て動学的に取扱われなければならない。また，幼稚産業保護論・
とその他の場合を分けたことも同一の基準による分類ではない。なぜなら，たとえば幼稚
産業保護の根拠にしばしば外部経済の発生が挙げられており，幼稚産業保護論とその他の
場合との間には重合するところが多いからである。 したがって，対立させて考えるなら
ば，幼稚産業保護論の場合はパレート最適の状態の動学的な分析であり，それ以外の場合
はバレート最適でない状態の静学的な分析であるとも考えられよう。現実はパレート最適
でない状態であり，しかも動学的な分析が必要であるから，保護貿易の適用範囲は一層限
定されることになるであろう。大雑把に言って，各々の場合の保護貿易政策が有利な場合
の条件に加えて，幼稚産業保護論の場合の条件が満されなければならないからである。す
なわち両条件の相乗積となるからである。
その上，たとえ保護貿易政策が有利な場合でも，それに代る国内的諸政策のあることが
示された。第1節に示したように，国内生産育成という目的からすれば輸入財生産補助金
は輸入関税に勝る。もっとも輸入抑制という目的からすれば輸入財生産補助金は輸入関税
に劣るが，輸入財消費課税と合わせて用いると同じ効果を発揮する。 （これらは交易条件
一定を仮定してのことであるが），代替的国内諸政策は相手国を刺戟せず， この意味から
も望ましいことを指摘しておきたい。
以上の各節でしばしば触れたように，ジョンソン，バグワティ・ラマスワミイ等の論文
は国内市場に歪みのある場合は国内政策で対処するのが本筋であるということをその根本
的な主張としている。すなわち，セカンド・ベストよりもファースト・ベストという考え
方である。パレート最適の条件が成立しない場合，たとえば，社会的利益と私的利益が乖
離している場合はかかる企業あるいは産業に課税をするなり補助金を与えるなりして両者
を等しくすることこそ基本的な方策であって，バグワティ・ラマスワミイのいう課税補助
金政策あるいは最適補助金政策はかかる意味の政策なのである。それに対して，保護貿易
政策は弥縫策であり対症療法に過ぎない。保護貿易政策が真に必要とされるのはジョンソ
ンも指摘するように国際商品市場に歪みの存在する場合であって，この意味において最適
関税理論のみこの見地から経済学的に意味ある保護貿易理論といえるのである。
勿論，現実に保護関税政策は国内産業育成や輸入の抑制の他，交易条件を改善させる目
的や再分配政策あるいは財政関税としても用いられているし，その上，多くの低開発諸国
では関税は他の国内諸政策よりも実行容易で経費が少ないという技術上の利点を持ってい
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ると考えられる。また幾多の仮定にもとずく高度の抽象的なモデルで得られた結果は多く
の制約を持つであろう。しかし，貿易の効果のような問題は経済学上の分析用具で以って
分析されることが必要で，このことは如何なる低開発国でも例外ではないのである (1)。
(1) 低開発国の開発政策は保護による工業化にあらず，伝統的貿易理論に基づく一次
産品の輸出であり， それこそ， 「経済発展のエンジン」となるものである。 これは
Mei虹〔30〕の近著一巻の主張である。 また低開発国経済におげる市場メカニズムの
喚起については Johnson〔訟〕， Chapt.VI参照。
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付記 小稿は昨年春の学期におけるンカゴ大学ハリー ・G・ジョン・ソン教授の諧隊によっ
て示唆された問題であり，またそれに負うところが多い。記して厚く御礼申し上げ
る。また，関西大学矢野恵二講師よりもいろいろと有益なコメントを戴いた。もとよ
り，小稿がなお含んでいるであろう誤謬と考察の不徹底はすべて筆者の責に掃す。
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なお，小稿執筆中福島〔6〕を拝受し，読む機会を得た。同じ問題を簡明に取扱って
られる。この種の保護貿易政策に対する批判が入門的なテキストに載せられた意義は
大きいと思う。
